
2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。

当資料は、アモーヴァ・アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を
与えるものではありません。なお、掲載されている見解および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託
は、値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。
投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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AIの進化・普及に伴なう「半導体ブーム」

がもたらす恩恵とは

～サプライチェーン全体への好影響が期待される～

TOPIXと日経半導体株指数の推移

AI・半導体分野の成長期待を背景に、日本でも関連企

業の株価が大きく上昇しています。日本の代表的な半

導体企業30社の株価で構成される「日経半導体株指

数」のパフォーマンスはTOPIXを大きく上回っており、

近年の半導体産業の好調が確認できます。では、「半

導体ブーム」の恩恵を享受できるのは、こうした中核に

位置する一部の企業だけなのでしょうか。

半導体の高性能化を支えるサプライチェーン

まず、今後の半導体産業について考えると、「半導体の

高性能化はもはやチップ単体の性能競争にとどまらな

い」ということが重要なポイントとなります。生成AIや
データセンター向けの高性能半導体には、演算能力だ

けでなく、高速伝送、大容量化、省電力化など、従来よ

りも高度な性能が求められます。そのため、半導体の

価値は、これまで技術進化の中心だった「前工程」の微

細化技術だけでなく、「後工程」での実装技術によって

大きく左右されるようになりました。

この点で、日本には大きな優位性があります。半導体

は製造工程が1,000を超えるとも言われ、関連産業の

裾野が極めて広い領域です。そのため、先端半導体の

安定供給には多層的なサプライチェーン（供給網）の構

築が不可欠となります。日本には、半導体を製造する

企業だけでなく、それらを支える企業が幅広く存在し

ており、特に後工程に関わる領域において、材料、部品、

製造装置、検査、実装などの製品・技術で高い競争力

を持つ企業が多く見られます。中には、圧倒的なシェア

を誇るニッチトップとして世界で活躍する中堅・中小企

業や、一見、半導体とは無関係な業種でも、本業で

培った高度な技術を応用し、半導体分野の重要サプラ

イヤーとして活躍する企業など、多彩な「黒子企業」が

数多く見られます。

日本政府もサプライチェーンの強靭化を重視

こうした半導体産業の裾野の広さは、半導体ブームの

恩恵が幅広い業種や企業群に及び、全体的な成長機会

の獲得につながりやすいという強みになります。

日本政府は2023年以降、半導体サプライチェーンの強

靭化を経済安全保障上の重要戦略に掲げており、これ

まで約4,300億円（最大助成額）もの支援を決定しました。

また、「AI・半導体産業基盤強化フレーム（2024年）」のもと、

2030年度までの7年間で10兆円超の公的支援を行ない、

10年間で50兆円超の官民投資を誘発し、約160兆円の

経済波及効果をめざすとしています。ここでも重視され

るのは最先端半導体の製造能力だけではなく、サプラ

イチェーン全体の強靭化と、幅広い産業の競争力向上

です。このように、政策当局が半導体を一業種としてで

はなく、多様な産業にまたがる「産業基盤」と捉えてい

ることは、注目すべきポイントです。

日本の幅広い産業基盤への恩恵が期待される

半導体ブームの本質は、半導体そのものの需要拡大だ

けでなく、半導体の高性能化を支える周辺領域にも付

加価値の拡大が波及する点にあると言えます。足元で

は一部のハイテク企業に限られた追い風と捉えられが

ちですが、中長期的にはその恩恵が幅広い産業基盤に

拡がり、日本経済全体の底上げにもつながると期待さ

れます。政府が国策として取り組む半導体分野には、今

後も高い注目が集まりそうです。

（2019年12月末～2026年6月末、月次）

信頼できると判断した情報をもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成
※指数の著作権等の知的財産権その他一切の権利は、各指数の算出元または
公表元に帰属します。

※2019年12月末を100として指数化

各社の発表情報をもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成
※日経平均株価構成上位100銘柄（2026年5月末時点）のうち、日経半導体株指数
の構成銘柄とNEEDS業種分類で主力事業が「半導体・電子部品」の企業を除き、
本業を応用した半導体サプライヤーとしての事業を行なう企業を抽出

企業名 主な事業・製品 半導体関連事業

ダイキン工業 空調機器 半導体製造装置向けフッ素材料

味の素 調味料・食品 高性能半導体CPU向け層間絶縁材料

富士フイルム
ホールディングス

ヘルスケア・
エレクトロニクス

各製造過程で使用する幅広い電子材
料製品

花王
日用品・
化学品

半導体やパッケージ基板、部品向け
研磨液・洗浄剤・添加剤製品

ヤマハ発動機 輸送用機器
後工程の半導体製造装置・電子部品
組立装置

TOTO 住宅設備 製造装置向けの各種セラミック部材

本業を応用した半導体関連事業を擁する企業の例

※記載の銘柄について、売買を推奨するものでも、将来の価格の上昇または下落を示唆するものでもありません。また、当社ファンドにおける保有・非保有および将来の
銘柄の組入れまたは売却を示唆・保証するものでもありません。

※ 上記は過去のものであり、将来を約束するものではありません。
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＜ご留意いただきたい点＞

■この資料は具体的な商品をご説明するものではないため詳細を記載しており

ませんが、元本保証のないリスク性商品のご購入やご売却、保有にあたっては、

手数料等をご負担いただきます。■リスク性商品には、各種相場環境等の変動

により、投資した資産の価値が投資元本を割り込むなどのリスクがあります。

■リスク性商品を中途解約する場合は、ご購入時の条件が適用されず不利益と

なる場合があります。■くわしくは、三井住友銀行本支店等の各商品の説明書

等を必ずご覧ください。
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